
 

 

令和３年度 

 

 

 

 

 

 

加西市一般会計及び特別会計決算 

並びに基金運用状況審査意見書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加西市監査委員 

 

 

 

 



. 



加 監 第  ４６  号 

令和４年８月１２日 

加西市長 西 村 和 平 様 

 

加西市監査委員 高 井 芳 朗 

加西市監査委員 中 村   治 

 

令和３年度加西市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに基金運用状況の 

審査意見について 

 

 地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定により、令和３年度加西

市一般会計及び特別会計歳入歳出決算及びその附属書類並びに令和３年度基金運用状況に

ついて、加西市監査基準（平成 31 年加西市監査告示第２号）に基づき審査した結果、次の

とおり意見を提出する。 
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関係上、合計と内訳の計が一致しない場合がある。 
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令和３年度加西市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び基金運用状況審査意見  
一 審査の対象 

 １ 一般会計及び特別会計 

 （１）令和３年度加西市一般会計歳入歳出決算 

      同   加西市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 
      同   加西市介護保険特別会計歳入歳出決算 
      同   加西市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 
      同   加西市公園墓地整備事業特別会計歳入歳出決算 
      同   加西市産業団地整備事業特別会計歳入歳出決算 
 （２）上記決算に関する歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書  
 ２ 基  金 

   定額資金運用基金の令和３年度運用状況  
二 審査の期間 

令和４年６月２４日から令和４年８月１０日まで  
三 審査の方法 

  決算審査にあたっては、各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産

に関する調書が、関係法令に基づき適正に作成されているか、計数は正確であるか、また、予算の

執行状況及び事業の経営は適正であるかについて、各課より提出された資料等と照合するとともに、

関係職員の説明を聴取する方法により審査した。 
  また、基金の運用状況については、基金運用状況を示す書類により、その設置目的に沿って適正

に運用されているか、計数は正確であるか等を審査した。  
四 審査の結果 

  決算審査に付された各会計歳入歳出決算、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関

する調書は、いずれも関係法令に従い作成されており、その計数は正確であることを確認した。ま

た、予算の執行状況は、所期の目的に沿っており、適正妥当であると認めた。 
  基金運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正妥当に運用されていると

認めた。 
  審査の意見及び概要は次のとおりである。  
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 １ 審査意見 

 当年度は前年度に続いて新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けた年度である。 

一般会計歳入は２９０億円余、一般会計歳出は２７９億円余と、収支（形式収支）も１０億円余

の黒字を確保できたところである。しかしながらこれは、ふるさと納税の寄付額のうち約１５億円

を事業費に充当したことによるものであることを念頭に置いて評価する必要があり、将来に想定さ

れる施設整備などに備え安易な充当は避けなければならない。 

既に、近年集中的に整備した学校施設、こども園等の整備にかかる起債償還が本格化しつつあり、

これから公債費の増加傾向が続くと懸念されるとともに、ウイズコロナ・ポストコロナ時代に対応

する新たな財政需要も予測される。 

今後も、住民のニーズを的確に把握し、最少の経費で最大の効果をあげるよう、不断の行財政改

革に取り組み、堅固な財政基盤の確立に努められたい。 

 

以下、留意、改善を要望する項目について述べる。  
（１）道の駅基本構想 

令和３年度に「道の駅可能性調査及び基本計画策定業務」を行っているが、その成果の概要を

見ると、場所の選定以外の部分は、一般的な道の駅の機能や整備手法を簡単に羅列したものとな

っている。 
昨今、全国的に道の駅は多くの自治体で取り組まれており、２０２２年２月現在で１１９４駅、

兵庫だけでも３５駅あるが、巷ではその約３割が赤字で、大型施設になると指定管理料を毎年３

千万円も払うケースもあると言われている。 
そんな中、大きな売り上げを誇る道の駅のように新鮮かつ豊富な海産物を「売り」にできない

加西市において、何を目玉商品とし、どの程度の集客と売り上げを目指し、それにあわせてどの

程度の規模の施設を整備し、どのような運営をして赤字を回避するのか、十分な検討が望まれる。 
また、基本計画策定にあたっては、近県の黒字、赤字の道の駅を十分調査し、整備から運営ま

で、周到な戦略を立てる必要がある。  
（２）委託先の補助金支給、再委託 

委託契約先において、複数の補助金の支払いや再委託が混在している事業が見受けられた。 
補助金については、単なる支払事務の委託を除き、市がルールに沿って直接助成を行うことが

原則であるため、委託先からの補助金支給が事情によりやむを得ないものか精査されたい。 
また、再委託契約については、委託先から再委託先の成果（活動・事業）報告書を収取するな

ど十分に把握し、市の直接委託と同程度の進行・情報管理ができるよう検討されたい。  
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（３）組織体制の見直し 
   正規職員１０人中、５人もの職員の年間の年次有給休暇取得が０日という異常な勤務状況の課

が見受けられた。 
   極めて多数のイベントを、見かけ上実行委員会に委託して実施しているが、その多くの作業を

職員が行っている実態がある。 
   業務量に見合う組織体制への見直しが必要であり、手遅れにならないよう緊急の対応を求める。  
（４）会計年度任用職員 
   会計年度任用職員の常勤職員的な長期継続的任用につき、昨年度の行政監査で指摘したところ

であるが、速やかにこの慣習を改めることが難しいのであるならば、その任用に当たっては、常

勤職員と同様、厳正な競争試験を通じた能力の実証を経て、優秀な職員の確保に努める必要があ

る。 
   本市では、加西病院と教育委員会を除く一般行政分野で、総職員数３８４人のうち会計年度任

用職員は、月額１０６人、時給２５人の計１３１人で、実に３分の１を占めており、その質の向

上を図ることは、市の業務全般のパフォーマンス向上に不可欠である。 
   面接のみによっている現在の選考方法の見直しを早急に検討されたい。  
（５）社会福祉協議会 
   加西市社会福祉協議会に対しては、毎年運営費として３４，０００千円を補助するほか、健康

福祉会館の使用料を全額免除している。これらは、社会福祉事業が収益性に乏しいとされる中、

市社会福祉協議会が市行政と協力して公益的活動を行っていることに着目して従来から行われ

ているものである。 
   しかるに、当協議会の令和３年度収支は、全会計で１９，８６７千円の黒字となっており、累

計黒字は３年度末で９５百万円が積み上がっており、今日においても支援の必要性があるのか疑

問に思われる。支援のあり方を再検討されたい。  
（６）地域産業の支援 

令和３年度は、ビジネスコンテスト、空き店舗活用補助、新産業創出支援事業、起業・創業ス

タートアップ支援事業、脱炭素化設備等導入促進をはじめ、極めて多くのメニューを用意し、多

くの事業者の取り組みを支援したところであるが、年度中は担当部署も補助事業を実施すること

に忙殺されたものと推察される。 
これらの各事業者がスタートした令和３年度の取り組みを今後もフォローし、大きく育て上げ

てこそ投下した多額の公的資金が生きたものとなる。 
商工会議所等とともに各事業所のもとへこまめに足を運び、それぞれの取り組みが育っていく
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過程で生じるニーズを把握しつつ、継続的かつ丁寧に支援されたい。  
（７）未来型児童館 
   未来型児童館については、令和２年度から庁内の関係課において、その担うべき機能が検討さ

れてきたが、未だに機能が明瞭に整理されているとは言えない。 
   令和４年度には、業者委託により、基本構想策定及び候補地選定に着手しようとしているが、

機能の整理が不十分なままでは施設整備の根幹部分が業者任せになりかねず、市との調整過程で

手戻りの発生も懸念される。 
   業者が施設の具体的な構想を描く前に、発注者として早急に子育て当事者のニーズをさらに把

握したうえで、既存の屋内型遊戯施設や社会福祉施設の有する機能との棲み分けを整理し、未来

型児童館に求める機能を固め、その上で構想の具体化と適地選定を進められたい。   
２ 決算の概要 

（別表１、２、３参照） 

  令和３年度の全会計決算を総括してみると、歳入決算総額は４０，９２３，８４２千円、歳出決

算総額は３９，３８１，５７７千円となっており、歳入歳出差引額は１，５４２，２６５千円であ

る。 
  一般会計、特別会計の内訳については、次表のとおりである。 

区  分 歳  入 歳  出 歳入歳出差引額 
全 会 計 決 算 総 額 千円 千円 千円 

40,923,842 39,381,577 1,542,265 

内 
訳 一般会計決算額 29,007,994 27,958,553 1,049,441 

特別会計決算額 11,915,849 11,423,025 492,824  
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３ 一般会計（歳入） 

（別表４，７，８参照） 

令和３年度一般会計の歳入決算額２９，００７，９９４千円は、前年度より２，７０１，６５２

千円（８．５％）減少しており、予算現額３０，６０３，５０９千円に対する収入率は９４．８％

である。また、調定額２９，２４９，６９２千円に対する収納率は９９．２％である。 

収入未済額は２３１，３９６千円で、前年度に比べて５６，４５４千円（１９．６％）の減であ

る。一般会計歳入決算額を自主財源と依存財源に区分し、前年度と比較すると次表のとおりである。 

自主財源及び依存財源別決算状況 

自主財源は１５，４１７，０４７千円（５３．２％）で、寄附金の大幅な増により前年度に比較

すると６６９，９５１千円（４．５％）増加している。 

依存財源は１３，５９０，９４７千円（４６．８％）で、コロナ関係の国庫支出金の減により、

区     分 令和２年度 構成比 令和３年度 構成比 
構成比
増減 

自 
主 
財 
源 款 千円 ％ 千円 ％ ポイント 

05 市     税 6,944,203 21.9 6,767,895 23.3 1.4 

45 分担金及び負担金 85,214 0.3 95,450 0.3 0.0 

50 使用料及び手数料 286,759 0.9 288,641 1.0 0.1 

65 財 産 収 入 13,524 0.0 52,157 0.2 0.2 

70 寄  附  金 5,414,819 17.1 6,496,817 22.4 5.3 

75 繰  入  金 918,151 2.9 254,151 1.0 △1.9 

80 繰  越  金 588,219 1.9 1,023,654 3.5 1.6 

85 諸  収  入 496,207 1.5 438,282 1.5 0.0 

小     計 14,747,096 46.5 15,417,047 53.2 6.7 

依 
存 
財 
源 10 地 方 譲 与 税 162,211 0.5 164,652 0.6 0.1 

15 利子割交付金 6,367 0.0 5,099 0.0 0.0 

16 配当割交付金 35,727 0.1 51,622 0.2 0.1 

17 株式等譲渡所得割交付金 41,427 0.1 60,958 0.2 0.1 

18 法人事業税交付金 49,079 0.1 90,796 0.3 0.2 

19 地方消費税交付金 948,958 3.0 1,026,241 3.5 0.5 

20 ゴルフ場利用税交付金 64,011 0.2 70,903 0.2 0.0 

25 自動車取得税交付金 10 0.0 0 0.0 0.0 

26 環境性能割交付金 18,733 0.1 23,613 0.1 0.0 

30 国有提供施設等所在 
市助成交付金 

34,236 0.1 33,660 0.1 0.0 

33 地方特例交付金 42,425 0.1 287,695 1.0 0.9 

35 地 方 交 付 税 3,727,550 11.8 4,334,379 14.9 3.1 

40 交通安全対策特別交付金 5,322 0.0 5,543 0.0 0.0 

55 国 庫 支 出 金 7,944,472 25.1 4,223,252 14.6 △10.5 

60 県 支 出 金 1,543,541 4.9 1,652,174 5.7 0.8 

85 諸  収  入 269,989 0.9 172,460 0.6 △0.3 

90 市     債 2,068,492 6.5 1,387,900 4.8 △1.7 

小 計 16,962,550 53.5 13,590,947 46.8 △6.7 

合 計 31,709,646 100.0 29,007,994 100.0 0.0 



 - 6 -

前年度に比較すると３，３７１，６０３千円（１９．９％）減少している。 

また、自主財源の歳入決算額に占める割合は、前年度に比較して６．７ポイント増加している。 

歳入科目は２４款に区分されており、その内容は次のとおりである。 

 

第０５款 市税 

 ・市税 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,620,300 6,957,881 6,767,895 10,041 179,945 102.2 97.3 

 

収入済額６，７６７，８９５千円は歳入決算額の２３．３％で、前年度に比較して１．４ポイン

ト増加している。また、前年度の市税収入済額６，９４４，２０３千円と比較すると、当年度は１

７６，３０８千円（２．５％）減少している。これは主に、評価替えおよび新型コロナウイルス感

染症への経済対策にかかる軽減措置によって固定資産税、都市計画税が減少したためである。 

 

・市税収入状況 

科   目 
令和２年度 
収入済額 

令和３年度 
収入済額 

比較増減 
対前年 
度比率 

  千円 千円 千円 ％ 

市 民 税 2,611,810 2,701,979 90,169 103.5 

固定資産税 3,650,687 3,371,874 △278,813 92.4 

軽自動車税 165,997 170,647 4,650 102.8 

市たばこ税 258,286 275,694 17,408 106.7 

都市計画税 257,423 247,701 △9,722 96.2 

合  計 6,944,203 6,767,895 △176,308 97.5 

また、市税不納欠損額及び収入未済額の状況は次表のとおりである。 

 

・市税不納欠損額及び収入未済額 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
金額 件数 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

２ 7,190,230 6,944,203 12,077 570 233,949 96.6 

  千円 千円 千円 件 千円 ％ 

３ 6,957,881 6,767,895 10,041 442 179,945 97.3 

不納欠損額は１０，０４１千円で、前年度に比較して２，０３６千円（１６．９％）減少してい

る。 

不納欠損処分を実施した件数は４４２件（前年度５７０件）である。これらの対象者は、滞納処
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分をすることができる財産がない者、滞納処分をすることによって生活を著しく窮迫させるおそれ

がある者、所在及び財産がともに不明な者などである。 

収入未済額は１７９，９４５千円で、前年度に比較すると５４，００４千円の減少となっており、

収入未済額の調定額に対する比率は２．６％で、前年度より０．７ポイント減少している。その内

訳は、固定資産税１０５，４０６千円（５８．６％）、市民税５９，０８９千円（３２．８％）、軽

自動車税８，１６０千円（４．５％）、都市計画税７，２９０千円（４．１％）である。 

数年前から兵庫県税務課税収対策班より個別案件に係るアドバイスを受けることにより、法令に

基づいた積極的な滞納処分を行うなどの成果が現れ、特に過年度分においては毎年、収入未済額が

減少することにより高い収納率を維持している。今後も、有効な債権回収方策を検討し、引き続き

市税滞納金の回収と適正な不納欠損処分に努められたい。 

 

 第１０款 地方譲与税 

収入済額１６４，６５２千円は歳入決算額の０．６％で、前年度に比較すると２，４４１千円（１．

５％）の増加である。 

この収入は、国税として徴収した特定の税目の収入の全額または一部を、地方公共団体に譲与す

るものである。地方譲与税には、地方揮発油譲与税（地方道路譲与税を含む）、石油ガス譲与税、

自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、特別とん譲与税、地方法人特別譲与税、森林環境譲与税、

特別法人事業譲与税の８つがあるが、当市では地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲

与税の３つが譲与されている。 

 

 第１５款 利子割交付金 

 収入済額５，０９９千円は歳入決算額の０．０％で、前年度に比較すると１,２６８千円（１９．

９％）の減少である。 

 この収入は、県に納入された利子割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

154,200 164,652 164,652 0 10,452 106.8 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

5,000 5,099 5,099 0 99 102.0 100.0 
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 第１６款 配当割交付金 

 収入済額５１，６２２千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１５，８９５千円（４

４．５％）の増加である。 

この収入は、県に納入された配当割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に相当する額

を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

第１７款 株式等譲渡所得割交付金 

収入済額６０，９５８千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると１９，５３１千円（４

７．１％）の増加である。 

この収入は、県に納入された株式等譲渡所得割額に１００分の９９を乗じて得た額の５分の３に

相当する額を、県内の市町に対し、市町に係る個人の県民税の額で按分して交付されたものである。 

 

 第１８款 法人事業税交付金 

収入済額９０，７９６千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると４１，７１７千円（８

５．０％）の増加である。 

この収入は県の法人事業税額の１００分の７．７に相当する額を、県内の市町に対し交付された

ものである。 

 

 第１９款 地方消費税交付金 

収入済額１,０２６，２４１千円は歳入決算額の３．５％で、前年度に比較すると７７，２８３千

円（８．１％）の増加である。 

この収入は、県に納付された地方消費税額の２分の１に相当する額を、県内の市町の人口と従業

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

3７,000 51,622 51,622 0 14,622 139.5 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

64,000 60,958 60,958 0 △3,042 95.2 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

86,000 90,796 90,796 0 4,796 105.6 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,026,000 1,026,241 1,026,241 0 241 100.0 100.0 
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者数で按分して交付されたものである。 

 

 第２０款 ゴルフ場利用税交付金 

 収入済額７０，９０３千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると６，８９２千円（１

０．８％）の増加である。 

 この収入は、市内のゴルフ場を利用することにより、ゴルフ場利用税（県税）として納められた

額の１０分の７に相当する額が、県から交付されたものである。 

 

第２６款 環境性能割交付金 

 収入済額２３，６１３千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると４，８８０千円（２

６．１％）の増加である。この収入は、県に納付された自動車税環境性能割に１００分の９５を乗

じて得た額の１００分の４７に相当する額を、 県内の市町に対し、市町が管理する市町道の延長

及び面積で按分して交付されたものである。 

 

第３０款 国有提供施設等所在市助成交付金 

収入済額３３，６６０千円は歳入決算額の０．１％で、前年度に比較すると５７６千円（１．７％）

の減少である。 

 この収入は、国有提供施設等所在市助成交付金に関する法律に基づき、国が市に財政調整とその

補償の目的をもって交付するもので、市助成交付金の総額の１０分の７に相当する額については、

対象資産の価格で按分され、１０分の３に相当する額については、市の財政状況等を考慮して、配

分される。 

 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

69,000 70,903 70,903 0 1,903 102.8 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

23,000 23,613 23,613 0 613 102.7 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

33,660 33,660 33,660 0 0 100.0 100.0 
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 第３３款 地方特例交付金 

 収入済額２８７，６９５千円は歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると２４５，２７０千

円（５７８．１％）の増加である。これは新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付

金があらたに交付されたためである。 

 この収入は、住宅借入金等特別控除による個人市民税の減収額、及び自動車税・軽自動車税の環

境性能割の軽減措置による減収額等を補てんする措置として交付されるものである。 

 

 第３５款 地方交付税 

収入済額４，３３４，３７９千円は歳入決算額の１４．９％で、前年度に比較すると６０６，８

２９千円（１６．３％）の増加である。 

 この収入は、所得税、法人税、酒税、消費税及び地方法人税の収入見込額の一定割合の額で、地

方公共団体が等しくその行うべき事務を遂行することができるよう、一定の基準により国から交付

されたものである。 

 当年度は、普通交付税３，８７１，７１９千円及び特別交付税４６２，６６０千円が交付された。

普通交付税は、主に国の補正予算により臨時財政対策債償還基金等の増、地方税の収入見込みの減

少により前年度に比べ６２２，９１４千円（１９．２％）増加し、特別交付税は、前年度に比べ、

１６，０８５千円（３．４％）の減少となっている。 

 

 第４０款 交通安全対策特別交付金 

 収入済額５，５４３千円は、前年度に比較すると２２１千円（４．２％）の増加である。 

 この収入は、道路交通法に定める反則金を原資として、特定の道路交通安全施設の設置及び管理

に要する費用に充てるため、国から交付されたものである。 

 

 

 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

282,186 287,695 287,695 0 5,509 102.0 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,311,719 4,334,379 4,334,379 0 22,660 100.5 100.0 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,000 5,543 5,543 0 △457 92.4 100.0 
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 第４５款 分担金及び負担金 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

90,846 95,573 95,450 0 124 4,604 105.1 99.9 

 収入済額９５，４５０千円は歳入決算額の０．３％で、前年度に比較すると１０，２３６千円（１

２．０％）の増加である。 

 収入済額のうち主なものは、児童福祉費負担金７３，１７７千円である。 

 収入未済額は１２４千円で、前年度に比較すると１４０千円（５３．０％）の減少となっている。

その内訳は、児童福祉費負担金で１２４千円である。今後も滞納金の回収に努めるとともに、回収

の可能性がないと認められるものについては、適宜、不納欠損処理にあたられたい。 

   

第５０款 使用料及び手数料 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

286,495 327,751 288,641 261 38,849 2,146 100.7 88.1 

 収入済額２８８，６４１千円は歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると１，８８２千円（０．

７％）の増加である。 

 使用料は１７７，２３０千円で、前年度に比較し１，７１９千円（１．０％）の増加となってお

り、手数料は１１１，４１１千円で、前年度に比較し１６４千円（０．１％）の増加となっている。 

 使用料の収入済額のうち主なものは、住宅使用料７５，７５４千円、清掃使用料３６，４７１千

円、道路橋梁使用料３３，３８６千円、保健衛生使用料１３，３７７千円で、手数料の収入済額の

うち主なものは、清掃手数料８６，４６９千円、戸籍住民基本台帳手数料１８，０１４千円、徴税

手数料３，６８０千円、保健衛生手数料２，０９０千円である。 

 収入未済額は３８，８４９千円で、前年度に比較すると１，３０９千円（３．３％）の減少とな

っている。その主な内訳は、住宅使用料３８，５０８千円（９９．１％）、し尿収集に係る清掃手

数料３４１千円（０．９％）である。前年度に比べて、住宅使用料、清掃手数料ともに減少してい

る。 

 不納欠損額は２６１千円である。住宅使用料については、納付指導・督促・催告とともに、長期・

高額滞納者に対しては、明渡し請求の実施基準を定めた要綱に基づき対処しているが、今後も、債

権の内容を十分吟味のうえ、回収困難なものは議決を経ての出訴や加西市債権管理条例に基づいた

不納欠損等の処理をすべきと考える。 
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 第５５款 国庫支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,617,092 4,223,252 4,223,252 0 △393,840 91.5 100.0 

 収入済額４，２２３，２５２千円は歳入決算額の１４．６％で、前年度に比較すると３，７２１，

２２０千円（４６．８％）の減少である。 

 これは主に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による経済活動や市民生活に影響が及んでい

ることを踏まえた経済対策の特別定額給付金、地方創生臨時交付金が減少したためである。 

 収入済額の主なものは、児童福祉費補助金８０６，６８５千円、児童福祉費負担金７６６，０２

６千円、社会福祉費負担金６４３，８０９千円である。 

 

 第６０款 県支出金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,391,017 1,652,174 1,652,174 0 △738,843 69.1 100.0 

 収入済額１，６５２，１７４千円は歳入決算額の５．７％で、前年度に比較すると１０８，６３

３千円（７．０％）の増加である。 

 これは主に、農業費補助金、選挙費委託金、清掃費補助金、保健衛生費補助金が増加したためで

ある。 

 収入済額の主なものは、社会福祉費負担金５４９，７４９千円、農業費補助金４０４，９２５千

円、児童福祉費負担金２４５，５０８千円である。 

 

 第６５款 財産収入 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

29,620 52,157 52,157 0 22,537 176.1 100.0 

 収入済額５２，１５７千円は歳入決算額の０．２％で、前年度に比較すると３８，６３３千円（２

８５．７％）の増加である。 

 これは主に、土地売払収入が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、土地売払収入４６，４７７千円である。 
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第７０款 寄附金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,526,107 6,496,817 6,496,817 0 △29,290 99.6 100.0 

 収入済額６，４９６，８１７千円は歳入決算額の２２．４％で、前年度に比較すると１，０８１，

９９８千円（２０．０％）の増加である。 

 これは主に、ふるさと応援基金寄附金（ふるさと納税）が増加したためである。 

 収入済額のうち主なものは、ふるさと応援基金寄附金６，４６９，１８９千円である。 

 ふるさと納税による寄附件数・金額は、業務委託・返礼品の充実等により大幅に増加している。

今後も、更なる寄附制度の周知と合わせて、謝礼としての特産品開発を含めた加西市のＰＲに努め

られたい。 

 

 第７５款 繰入金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

553,583 254,151 254,151 0 △ 299,532 45.9 100.0 

 収入済額２５４，１５１千円は歳入決算額の１．０％で、前年度に比較すると６６４，０００千

円（７２．３％）の減少である。 

 これは主に、令和２年度の条例改正で、ふるさと納税を基金に積立て、繰入することなく直接充

当できるようになったことにより、ふるさと応援基金繰入金が減少したためである。 

 収入済額のうち主なものは、産業団地整備事業特別会計繰入金２１０，０００千円である。これ

は、産業団地整備事業の将来的な収支見込みに一定の目途がつき、余剰金と見込まれる金額が発生

したためである。 

 

 第８０款 繰越金 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,023,654 1,023,654 1,023,654 0 0 100.0 100.0 

 収入済額１，０２３，６５４千円は歳入決算額の３．５％で、前年度に比較すると４３５，４３

５千円（７４．０％）の増加である。 

 これは、令和２年度一般会計決算の歳入歳出差引額を令和３年度会計予算に繰り越したものであ

る。 
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 第８５款 諸収入 

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率 収納率 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

570,330 623,221 610,743 0 12,478 107.1 98.0 

収入済額６１０，７４３千円は歳入決算額の２．１％で、前年度に比較すると１５５，４５３千

円（２０．３％）の減少である。 

  収入済額のうち主なものは、雑入３３１，５８４千円、貸付金元利収入２４８，９７４千円で

ある。 

 収入未済額１２，４７８千円は主に、住宅改修資金等貸付元利収入と生活保護費返還金等である。 

 生活状況を把握のうえ、資力が確認できなければ、不納欠損処理もやむを得ないのではないかと

考えられるので、適切に処理されたい。 

 

 第９０款 市債 

予算現額 調定額 収入済額 収入未済額 
予算現額と 

収入率 収納率 
収入済額の差 

千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,796,600 1,387,900 1,387,900 0 △ 408,700 77.3 100.0 

収入済額１，３８７，９００千円は歳入決算額の４．８％で、前年度に比較すると６８０，５９

２千円（３２．９％）の減少である。 

 これは主に、前年度に南部学校給食センター本体の新築工事が完了し、保健体育債が減少したた

めである。 

 収入済額のうち主なものは、臨時財政対策債６３４，１００千円、道路橋梁債１９７，６００千

円、総務管理債１５０，２００千円、都市計画債１３３，４００千円である。 
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４ 一般会計（歳出） 

（別表５，９参照） 

令和３年度一般会計の歳出決算額は２７，９５８，５５３千円で、予算現額３０，６０３，５０

９千円に対し、９１．４％の執行率である。 

翌年度繰越額は１，３５６，８７２千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。した

がって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が１，２８８，０８４千円となってい

る。 

決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、民生費８８８，６５５千円（１３．２％）、

衛生費４７６，９９９千円（２２．３％）、土木費３０４，９５７千円（１８．７％）であり、減

少した主なものは、総務費３，７９４，６５３千円（４０．２％）、教育費７６９，７５６千円（２

７．８％）である。 

概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。 

決算額を性質別に区分すると次のとおりである。 

性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 令 和 ２ 年 度 令 和 ３ 年 度 対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 
費 
的 
経 
費   千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 3,612,675 11.8 3,767,875 13.5 155,200 

物 件 費 3,453,982 11.3 3,741,958 13.4 287,976 

維持補修費 264,655 0.9 217,807 0.8 △46,848 

扶 助 費 3,489,773 11.4 4,442,688 15.9 952,915 

補助費等 11,235,372 36.5 7,417,376 26.5 △3,817,996 

小     計 22,056,457 71.9 19,587,704 70.1 △2,468,753 

投
資
的
経
費 普通建設事業費 2,375,855 7.7 1,825,229 6.5 △550,626 

災害復旧事業費 340 0.0 3,009 0.0 2,669 

小     計 2,376,195 7.7 1,828,238 6.5 △547,957 

公   債   費 1,835,315 6.0 1,958,951 7.0 123,636 

積   立   金 2,768,505 9.0 3,000,081 10.7 231,576 

貸   付   金 284,200 0.9 248,800 0.9 △35,400 

繰   出   金 1,365,320 4.5 1,334,779 4.8 △30,541 

合     計 30,685,992 100.0 27,958,553 100.0 △2,727,439 

人件費は、対前年度で１５５，２００千円の増額となっている。これは主に、新型コロナウイルス

ワクチン接種対策事業や県知事選挙、衆議院選挙による時間外勤務手当などが増加したためである。 

物件費は、対前年度で２８７，９７６千円の増額となっている。これはふるさと納税受入額の大幅
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な増による包括委託料の増加などにより増額となったものである。 

補助費等は、対前年度で３，８１７，９９６千円の減額となっている。これは主に、前年度に実施

された国のコロナ対策である特別定額給付金事業が、当年度では実施されなかったことにより減額と

なったものである。 

 積立金は、２３１，５７６千円の増額となっている。これは主に、ふるさと納税受入増により、ふ

るさと応援基金積立金が増となったことによるものである。 

 

決算額を目的別（款別）に区分すると次のとおりである。 

（単位 千円） 

款 令和２年度 令和３年度 対前年度増減 

05 議会費 146,718 154,835 8,117 

10 総務費 9,442,375 5,647,722 △ 3,794,653 

15 民生費 6,744,883 7,633,538 888,655 

20 衛生費 2,142,870 2,619,869 476,999 

25 労働費 148,127 82,971 △ 65,156 

30 農林水産業費 1,200,268 1,275,742 75,474 

35 商工費 1,045,656 876,725 △ 168,931 

40 土木費 1,630,780 1,935,737 304,957 

45 消防費 811,288 769,921 △ 41,367 

50 教育費 2,769,208 1,999,452 △ 769,756 

55 災害復旧費 0 3,009 3,009 

60 公債費 1,835,315 1,958,951 123,636 

65 諸支出金 2,768,505 3,000,081 231,576 

90 予備費 0 0 0 

計 30,685,992 27,958,553 △ 2,727,439 

 

 

第０５款 議会費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

157,122 154,835 0 2,287 98.5 0.6 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１４６，７１８千円に比較すると８，１１７

千円（５．５％）の増加である。 
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 第１０款 総務費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

6,119,565 5,647,722 4,592 467,251 92.3 20.2 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額９，４４２，３７５千円に比較すると３，７

９４，６５３千円（４０．２％）の減少である。 

これは主に、ふるさと納税関連の支出の伸びに伴う一般管理費で８７３，２８６千円（２６．２％）

増加したものの、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として実施された特別定額給付金給付事

業が４，４０５，４７７千円（皆減）、市民会館耐震改修工事に係る市民会館管理費が３１０，６

５５千円（８２．５％）がそれぞれ減少したためである。 
 また、不用額４６７，２５１千円は主に、一般管理費でふるさと納税受入額の予測が困難なため

ふるさと納税の決済手数料に係る役務費１４８，８５８千円、ふるさと納税返礼品調達費用に係る

報償費１２８，１５２千円、ふるさと納税受入額に応じた委託料５７，０５９千円が不用になった

ものである。 

 なお、翌年度繰越額４，５９２千円は、戸籍住民基本台帳費の委託料の繰越によるものである。 

 

 第１５款 民生費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

8,109,883 7,633,538 84,222 392,123 94.1 27.3 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６，７４４，８８３千円に比較すると８８８，

６５５千円（１３．２％）の増加である。 

 これは主に、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業を伴う児童福祉総務費３８３，３６７千円

（１１０．０％）、住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事業を伴う社会福祉総務費２６６，２

２４千円（１５．８％）などが増加したためである。なお、主な減少は、生活保護費支給事業の扶

助費２５，６７５千円（８．６％）などである。 

 また、不用額３９２，１２３千円は主に、社会福祉総務費で住民税非課税世帯等臨時特別給付金

の給付額が見込みを下回ったことによる扶助費８６，８００千円、福祉医療費で医療費助成額が見

込みを下回ったことによる扶助費５９，０６７千円、生活保護費で医療扶助費が見込みを下回った

ことによる扶助費３５，２７７千円、社会福祉総務費で介護給付費などの繰出減による繰出金の減

２２，０５５千円などが不用になったものである。 

 なお、翌年度繰越額８４，２２２千円は社会福祉総務費の扶助費（住民税非課税世帯等臨時特別

給付金）、児童福祉施設費の工事請負費などの繰越によるものである。 
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第２０款 衛生費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,818,642 2,619,869 0 198,773 92.9 9.4 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，１４２，８７０千円に比較すると４７６ 

，９９９千円（２２．３％）の増加である。 

 これは主に、新型コロナウイルスワクチン接種事業を伴う予防費が４４４，５３４千円（３１５．

８％）増加したためである。なお、主な減少は、病院事業会計及び水道事業会計への補助金を伴う

保健衛生総務費２６，５４４千円などである。 

 また、不用額１９８，７７３千円は主に、予防費で新型コロナウイルスワクチン接種の件数が見

込みを下回ったことによる委託料６２，５７２千円などが不用になったものである。 

 

第２５款 労働費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

84,271 82,971 0 1,300 98.5 0.3 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１４８，１２７千円に比較すると６５，１５

６千円（４４．０％）減少している。これは主に、若者世帯定住促進住宅補助事業などが労働諸費

から総務費へ移款したことによるものである。 

 また、不用額１，３００千円は、労働諸費で委託料や負担金、補助及び交付金などが不用になっ

たものである。 

 

 第３０款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,039,091 1,275,742 735,767 27,582 62.6 4.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，２００，２６８千円に比較すると７５，

４７４千円（６．３％）の増加である。 

 これは主に、多面的機能支払交付金事業を伴う農地費６９，４１１千円（１９．６％）、農業推

進対策事業を伴う農業振興費３１，１９５千円（２４．１％）などが増加したためである。なお、

主な減少は、兵庫県農業共済組合負担金を伴う農業総務費６２，１８３千円（３４．７％）などで

ある。 

 また、不用額２７，５８２千円は主に、地域農政推進対策事業費で畜産育成支援補助申請者の減、

主食用米等生産継続支援補助申請者の減による負担金、補助及び交付金１１，２３６千円、農業振

興費で獣害防護柵補助申請者の減による負担金、補助及び交付金４，３０４千円などが不用になっ



 - 19 -

たものである。 

 なお、翌年度繰越額７３５，７６７千円は主に農業振興費の負担金、補助及び交付金６６７，９

００千円などの繰越によるものである。 

 

第３５款 商工費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

957,404 876,725 3,100 77,579 91.6 3.1 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，０４５，６５６千円に比較すると１６８，

９３１千円（１６．２％）の減少である。 

 これは主に、観光費２６，８６０千円（４３．６％）が増加したものの、小規模事業経営持続支

援金、新型コロナウイルス感染症対策地域活性化キャッシュレス事業を伴う商工振興費が１９４，

７７０千円（２０．６％）減少したためである。 

 また、不用額７７，５７９千円は主に、商工振興費で PayPay ポイント還元キャンペーンの決済

額が想定を下回ったことによる委託料４７，１００千円、新産業創出支援事業をはじめ、各種補助

金及び支援金等の申請額が納品遅延等の理由により想定を下回ったことによる負担金、補助金及び

交付金２４，９９９千円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額３，１００千円は商工振興費の委託料の繰越によるものである。 

 

第４０款 土木費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,327,945 1,935,737 365,541 26,667 83.2 6.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，６３０，７８０千円に比較すると３０４，

９５７千円（１８．７％）の増加である。 

 これは主に、加西市地域活性化拠点施設建設工事を伴う都市再生事業費が２３９，４５９千円（８

９．４％）、鶉野飛行場線道路改良工事を伴う道路新設改良費１０８，５２４千円（４５．１％）

などが増加したためである。 

 また、不用額２６，６６７千円は主に、都市再生整備事業費において、入札残の発生による工事

請負費５，８２０千円、道路新設改良費において、入札残の発生による工事請負費３，４７７千円

などが不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額３６５，５４１千円は、道路維持費の委託料、工事請負費、道路新設改良費

の工事請負費、公有財産購入費、街路事業費の工事請負費、都市再生事業の工事請負費の繰越によ

るものである。 
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 第４５款 消防費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

788,353 769,921 0 18,432 97.7 2.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額８１１，２８８千円に比較すると４１，３６

７千円（５．１％）の減少である。 

 これは主に、消防団員退職報償金に係る非常備消防費が４５，０７４千円減少したためである。 

  また、不用額１８，４３２千円は主に、北はりま消防組合負担金の事業費の清算により、負担金、

補助及び交付金１４，５０２千円が不用になったものである。  

 

 第５０款 教育費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

2,230,420 1,999,452 163,650 67,318 89.6 7.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，７６９，２０８千円に比較すると、７６

９，７５６千円（２７．８％）の減少である。 

 これは主に、加西市立南部学校給食センター改築工事の完了に伴う給食施設運営費が６３２，２

３５千円（７７．９％）、空調設備改修工事の完了に伴う図書館費が１２２，３１３千円（４２．

４％）、GIGA スクール構想に伴うパソコンの整備に係る学校振興費が１０５，５８４千円（３０．

３％）それぞれ減少したためである。 

 また、不用額６７，３１８千円は主に、小学校費の就学援助費５,６２５千円、教育総務費のスク

ールサポーター報酬３，５７３千円、適応教室相談員報酬２，６２１千円、保健体育費の給食会計

清算による補助金２，３６３千円が不用になったものである。 

なお、翌年度繰越額１６３，６５０千円は、主に富田小学校北校舎改修工事に伴う小学校費の学

校管理費の繰越によるものである。 

 

 第５５款 災害復旧費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

4,400 3,009 0 1,391 68.4 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度に比較すると、３，００９千円が皆増となっている。 

  支出済額は、工事請負費と土地改良事業補助金である。これは、豪雨により損壊した農道の復旧

工事費２，７０７千円及び復旧にかかる地域への補助金３０２千円である。 
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第６０款 公債費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

1,959,250 1,958,951 0 299 100.0 7.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１，８３５，３１５千円に比較すると１２３，

６３６千円（６．７％）の増加である。 

 支出済額は市債償還元金と利子である。 

 一般会計の前年度末における未償還元金は２０，１８７，９４５千円であり、これに当年度借入

金額１，３８７，９００千円を加え、この合計額から当年度元金償還額１，８８２，９５５千円を

差し引いた額１９，６９２，８９０千円が当年度末未償還元金である。 

 

第６５款 諸支出金 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

千円 千円 千円 千円 ％ ％ 

3,000,463 3,000,081 0 382 100.0 10.7 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２，７６８，５０５千円に比較すると、２３

１，５７６千円（８．４％）増加である。 

これは主にふるさと応援基金費が７３９，６４１千円（２９．８％）減少したものの財政調整基

金費が１，０６０，５９０千円（６０５．４％）増加したためである。 

 

 第９０款 予備費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

千円 千円 千円 ％ 

20,000 13,300 6,700 66.5 

当年度における予備費の充用件数は３件、充用額１３，３００千円であり前年度より皆増となっ

ている。これは、ウクライナ人道支援の寄附金１０，０００千円、個人番号カード関連事務に係る

地方公共団体情報システム機構への負担金２，３００千円、市立加西病院新病院建設応援基金積立

金１，０００千円であり、いずれも急施を要し補正予算措置が取れなかったためである。 
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５ 特別会計（別表１～３，６，７，１０参照） 

 令和３年度特別会計の数は５会計で、歳入歳出の総額の決算状況は次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

11,920,303 11,915,849 100.0 11,423,025 95.8 492,824 

 一般会計から特別会計への繰入金は１，３３４，７７８千円で、前年度と比較すると、３０，５４

３千円の減少となっている。 
 これは、主に介護保険特別会計への繰入金が７，４９８千円増加となっているものの、産業団地整

備事業特別会計への繰入金で３５，９３３千円が皆減となったことによるものである。 
 特別会計から一般会計へ繰出金は、産業団地整備事業特別会計において２１０，０００千円で、前

年度より皆増となっている。 
 各会計別の審査意見は次のとおりである。  
（１）国民健康保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

 歳入決算額は、前年度と比較すると６４，５２８千円（１．３％）の増加である。 
 これは主に、国民健康保険税、国庫支出金、繰越金が減少したものの、県支出金が増加したためで

ある。 
 歳入決算額の主なものは、県支出金３，６４８，２６９千円（７１．３％）、国民健康保険税９６

４，３１３千円（１８．９％）、繰入金３７９，０７０千円（７．４％）、繰越金１１４，９７７千円

（２．２％）である。 
 国民健康保険税の収納状況は次表のとおりである。 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

5,145,622 5,115,079 99.4 4,982,126 96.8 132,953 
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国民健康保険税の収納状況表 

（単位：千円） 

年度 調定額 収入済額 不納欠損 
収入未済額 収納率 

件数 金額 
元  千円 千円 件 千円 千円 ％ 

現年分 997,432 946,839 0 0 50,593 94.9 

滞納分 322,376 65,969 358 19,664 236,743 20.5 

計 1,319,808 1,012,808 358 19,664 287,336 76.7 

２ 現年分 955,071 914,392 0 0 40,679 95.7 

滞納分 285,157 63,690 303 17,182 204,285 22.3 

計 1,240,228 978,082 303 17,182 244,964 78.9 

３ 現年分 944,688 909,638 0 0 35,050 96.3 

滞納分 243,789 54,675 189 11,700 177,414 22.4 

計 1,188,477 964,313 189 11,700 212,464 81.1 

 不納欠損処分は１８９件、１１，７００千円で、前年度と比較して件数は１１４件減少し、金額は

５，４８２千円減少している。 
 これらは、すべて地方税法第１５条の７第４項（滞納処分の執行の停止が３年間継続したことによ

る消滅）、同法第１５条の７第５項（即時消滅）及び同法第１８条第１項（徴収権を５年間行使しな

いことによる時効による消滅）の規定により納付義務、徴収権が消滅したもので、法令の規定に準拠

して処理されているものと認めたが、今後も適正な不納欠損処分に努められたい。 
 収入未済額は、前年度と比較して３２，５００千円（１３．３％）の減少で、対調定額比は１７．

９％である。徴収の努力と適正な不納欠損処分により収入未済額は毎年減少しているが、依然、多額

の収入未済額である。収入未済額が多い理由として、自営業者や非正規雇用者、離職者を多く被保険

者とするため、景気の波の影響を受けやすいことや経済的に困窮している状況の者が多いことなどが

考えられる。 
 また、国民健康保険税の現年度分の収納率は９６．３％で前年度より０．６ポイント上昇し、過年

度分も含めた収納率は８１．１％で前年度より２．２ポイント上昇している。国民健康保険税の負担

の公平性を確保するためにも、今後も滞納金の徴収に努められたい。 
 歳出決算額は、前年度と比較すると４６，５５３千円（０．９％）の増加となっている。 
 これは主に、国民健康保険事業費納付金、基金積立金が減少したものの保険給付費が増加したため

である。 
 歳出決算額の主なものは、保険給付費３，４９３，１５６千円（７０．１％）、国民健康保険事業

費納付金１，２５６，１５６千円（２５．２％）、基金積立金９４，２２４千円（１．９％）である。 
 また、前年度に引き続き１３２，９５２千円の黒字を計上することができた。前年度の決算余剰金
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のうち９４，２２４千円を基金に積立て、積立金額は合計で７２６，３００千円となった。 
なお、高齢化が進み、保険給付費が増加していくことも想定して、今後も引き続き計画的な事業運

営に努められたい。  
（２）介護保険特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

5,111,656 5,143,745 100.6 4,985,215 97.5 158,530 

 歳入決算額は、前年度と比較すると１１７，０８１千円（２．３％）の増加である。 
これは主に、繰越金が減少したものの、国庫支出金、支払基金交付金、保険料などが増加したため

である。 
歳入決算額の主なものは、支払基金交付金１，２７９，８４３千円（２４．９％）、国庫支出金１，

２０８，５１７千円（２３．５％）、保険料１，０７５，０８２千円（２０．９％）、繰入金７８１，

１０３千円（１５．２％）、県支出金７２３，３８７千円（１４．１％）である。 
介護保険料の収納状況は次表のとおりである。 

介護保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

元 1,088,441 1,069,451 149 3,139 15,851 98.3 

２ 1,072,346 1,056,170 110 2,601 13,575 98.5 

３ 1,088,368 1,075,082 125 3,206 10,080 98.8 

 介護保険料について、３，２０６千円の不納欠損処分を行った後の収入未済額が１０，０８０千円

となっている。今後も滞納金の徴収と適正な不納欠損処分に努められたい。 
 歳出決算額は、前年度と比較すると２２，４２０千円（０．５％）の増加となっている。 
 これは主に、保険給付費が増加したためである。 
 歳出決算額の主なものは、保険給付費４，５３７，７７６千円（９１．０％）、地域支援事業費２

６０，４７８千円（５．２％）、総務費１２０，１３７千円（２．４％）である。 
 当年度は、第８期介護保険事業計画の初年度となった。介護保険制度の周知を図るとともに、地域

密着型サービスの適正なサービス提供に向けた取り組みを行った。介護認定は、認定調査員や審査会

委員の調整会議の実施等で、適正公平な審査、スムーズな事務が行われている。また、指導監査につ
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いては、県との合同実施、市独自での実施により小規模多機能型居宅介護事業所等への監査を行って

いる。 
 今後も介護保険の利用者は増加するものと考えられ、制度の周知と充実を図るとともに、認定業務

の適正化、介護サービスの質の向上、介護保険施設の基盤整備等を通じて、高齢化社会に対応した事

業の安定的な運営に努められたい。 

 

（３）後期高齢者医療特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

708,379 704,495 99.5 700,296 98.9 4,199 

歳入決算額は前年度と比較すると４，３７１千円（０．６％）の増加である。 
これは主に、後期高齢者医療保険料が増加したためである。 
歳入決算額の主なものは、後期高齢者医療保険料５２６，１２１千円（７４．７％）、繰入金１７

４，６０６千円（２４．８％）である。  
後期高齢者医療保険料の収納状況は次表のとおりである。 

後期高齢者医療保険料の収納状況表 

年度 調定額 収入済額 
不納欠損 

収入未済額 収納率 
件数 金額 

 千円 千円 件 千円 千円 ％ 

元 485,166 479,071 23 447 5,648 98.7 

２ 525,124 519,484 10 210 5,430 98.9 

３ 531,313 526,121 30 977 4,216 99.3 

 後期高齢者医療保険料の収入未済額が４，２１６千円となっており、今後も滞納金の徴収と適正な

不納欠損処分に努められたい。 
 歳出決算額は、前年度と比較すると２，８８０千円（０．４％）の増加となっている。 
 歳出決算額の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金６７８，８１４千円（９６．９％）であ

る。 
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（４）公園墓地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

24,000 21,883 91.2 2,893 12.1 18,990 

歳入決算額は、前年度と比較すると６，４５１千円（４１．８％）の増加である。 
 これは、使用料及び手数料、繰越金が増加したためである。 
 歳入決算額は、繰越金１２，７２４千円（５８．１％）、使用料及び手数料９，１６０千円（４１．

９％）である。 
 歳出決算額は、前年度と比較すると１８５千円（６．８％）の増加となっている。 
 これは、公園墓地整備費が増加したためである。 

歳出決算額は、公園墓地整備費２，８９３千円（１００．０％）である。 
 公園墓地全体（第１区～第４区）では７２８区画で、年度末現在の使用許可残数は７９区画となっ

ている。 
今後も使用許可の促進と合わせて、施設の管理運営及び環境整備に努められたい。  

（５）産業団地整備事業特別会計 

 当年度の歳入歳出の決算状況は、次のとおりである。 
歳 入 歳 出 決 算 状 況 表 

予算現額 
歳    入 歳    出 

歳入歳出差引額 
収入済額 収入率 支出済額 執行率 

千円 千円 ％ 千円 ％ 千円 

930,646 930,647 100.0 752,494 80.9 178,153 

 中国自動車道・加西インターチェンジ周辺における新産業団地の整備を行うため法令の定めにより、

産業団地整備事業に関する収支について、令和元年度からこの特別会計が設けられた。 
歳入決算額は、繰越金９０４，９３０千円（９７．２％）、財産収入２５，７１７千円（２．８％）

となっている。  
歳出決算額は、産業団地整備費５４２，４９４千円（７２．１％）、諸支出金２１０，０００千円

（２７．９％）となっている。 
当年度は、公募型プロポーザル方式により選定された２社と官民連携により１－１・２・４工区の

用地取得および開発整備を順次進めている。今後も産業団地整備事業を着実に進め、地域経済の発展

と新たな雇用創出に取り組まれたい。 
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６ 実質収支に関する調書（別表３参照） 

実質収支に関する調書を歳入歳出決算書及び同事項別明細書と照合して審査した。 
当年度決算における実質収支額については、一般会計９６９，６４７千円、国民健康保険特別会計

１３２，９５２千円、介護保険特別会計１５８，５３０千円、後期高齢者医療特別会計４，１９９千

円、公園墓地整備事業特別会計１８，９９０千円、産業団地整備事業特別会計１５４，６３２千円は

それぞれ黒字で、全会計の実質収支は１，４３８，９５１千円の黒字となっている。 
翌年度へ繰越すべき財源は、一般会計７９，７９４千円、産業団地整備事業特別会計２３，５２０

千円である。 
 

７ 財産に関する調書 

財産に関する調書及び財産台帳等により、当年度の増減状況を主に審査した。 
 その概要は次のとおりである。 
（１）土地及び建物 

 令和３年度末現在高は、次表のとおりである。 
区  分 前年度末現在高 当年度中増減 当年度末現在高 

土  地 （㎡） 1,405,738 △10,511 1,395,227 

建
物 木  造（㎡） 7,472 0 7,472 

非木造（㎡） 180,390 115 180,505 

 土地は、前年度に比べ１０，５１１㎡の減少となっている。これは主に、北条町横尾市有地、網引

町市有地、公営山下住宅跡地等の売却によるものである。 
 また、建物は、木造、非木造合計して１１５㎡の増加となっている。これは、加西中学校のプール

更衣室の解体による減があったものの、地域活性化拠点施設、九会学童保育園の建設による増があっ

たためである。  
（２）出資による権利 

令和３年度末現在高は２１３，２１２千円で、前年度と比較して１，１８９千円減少している。 
 これはひょうご農林機構出資金の減額によるものである。  
（３）物 品 

 自動車は１台増の１０５台、絵画等は増減無しの３１１点である。  
（４）債 権 

前年度末現在高は６，８５６千円で、当年度中に１７４千円減少し、令和３年度末現在高は６，６

８２千円となっている。 
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これは、住宅改修資金等貸付金が１７４千円減少したことによるものである。  
（５）基 金 

基 金 の 推 移          （単位：千円）                     年度 
元 ２ ３ 

区分 

物品調達基金 1,000 1,000 1,000 

財政調整基金 1,844,547 2,019,731 3,255,505 

地域福祉基金 66,615 63,672 60,848 

鉄道経営対策事業基金 0 0 0 

ふるさと創生基金 490,404 519,458 495,178 

減債基金 458,335 458,380 458,426 

文化スポーツ振興基金 16,742 16,634 16,446 

人材育成基金 86,730 85,395 84,367 

ふるさと応援基金 632,538 2,283,081 4,019,575 

みんなで支え合う新型コロナウィ

ルス感染症対策基金 
0 0 0 

市立加西病院新病院建設応援基金 0 0 12,000 

一般会計小計 3,596,911 5,447,351 8,403,345 

国民健康保険事業基金 521,071 632,076 726,300 

介護給付費準備基金 201,873 256,997 301,107 

特別会計小計 722,944 889,073 1,027,407 

年度末合計 4,319,855 6,336,424 9,430,752 

一般会計における基金の前年度末現在高は５，４４７，３５１千円で、当年度中に２，９５５，９

９４千円増加し、令和３年度末現在高は８，４０３，３４５千円となっている。 
これは主に、ふるさと応援基金が１，７３６，４９４千円、財政調整基金が１，２３５，７７４千

円増加したためである。 
特別会計における基金の前年度末現在高は８８９，０７３千円で、当年度中に１３８，３３４千円

増加し、令和３年度末現在高は１，０２７，４０７千円となっている。 
基金の大部分は歳計現金に繰替運用されており、各基金の運用、積立状況については次のとおりで

ある。 
ア 物品調達基金 
庁内で共通に使用する印刷物等を一括購入することによって、物品の取得及び管理に関する事務

を円滑かつ効果的に行うため、基金の額１，０００千円で運用している。 
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当年度の運用状況は、物品払出額４６０千円、原価３９６千円で、差引６４千円が運用益となり、

物品調達基金条例に基づき令和３年度一般会計に繰入されている。 
令和３年度末の基金１，０００千円の内訳は、物品４２２千円、現金５７８千円となっている。 

イ 財政調整基金 
この基金は、将来にわたる財政の健全な運営に資するため設置された基金である。 
前年度末現在高２，０１９，７３１千円に１，２３５，７７４千円が積み立てられたことから、

令和３年度末現在高は３，２５５，５０５千円となっている。 
 ウ 地域福祉基金 

この基金は、地域福祉に寄与するため設置された基金であり、前年度末現在高６３，６７２千円

に基金利息６千円が積み立てられたが、２，８３０千円が取り崩されたことから、令和３年度末現

在高は６０，８４８千円となっている。 
 エ 鉄道経営対策事業基金 

この基金は、鉄道事業を経営する北条鉄道株式会社の経営を助成し、地域公共交通の維持確保を

図るため設置された基金である。 
前年度末現在高０円に、鉄道経営対策事業基金条例に基づき固定資産税相当額として８，１９３

千円が積み立てられたが、令和３年度決算による経常損失の補てんのため全額を取り崩し、これに

充当したため、令和３年度末現在高は０円となっている。 
 オ ふるさと創生基金 
 この基金は、地域振興及びふるさと創生に資するため設けられた基金である。 
 前年度末現在高５１９，４５８千円に基金利息５２千円が積み立てられたが、２４，３３２千円

が取り崩されたことから、令和３年度末現在高は４９５，１７８千円となっている。 
 カ 減債基金 

この基金は、市債の償還に必要な財源を確保し、将来にわたる財政の健全な運営に資するために

設置された基金であり、前年度末現在高４５８，３８１千円に、基金利息４５千円を積み立てたた

め、令和３年度末現在高は４５８，４２６千円となっている。 
 キ 文化スポーツ振興基金 

この基金は、市民文化及びスポーツの高揚と振興を図る資金に充てるため設置された基金である。

前年度末現在高１６，６３４千円に、基金利息２千円を加え、文化スポーツ振興賞賜金として１９

０千円が取り崩されたため、令和３年度末現在高は１６，４４６千円となっている。 
 ク 人材育成基金 

この基金は、人材の育成を目的とする事業を推進するため設置された基金で、前年度末現在高 
８５，３９５千円に、基金利息８千円が積み立てられたが、１，０３６千円が取り崩されたことか

ら、令和３年度末現在高は８４，３６７千円となっている。  
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 ケ ふるさと応援基金 
 この基金は、まちづくりを応援していただける個人、団体から広く寄附を募り、各種事業を実施

することにより、個性あふれるふるさとづくりに資するため設置された基金である。 
 前年度末現在高２，２８３，０８２千円に１，７４１，３７９千円が積み立てられたが、令和２

年度に実施したクラウドファンディングにより受入れた寄附金を基金から４，８８６千円を取り崩

し、畜産育成支援事業が実施されたことから、令和３年度末現在高は４，０１９，５７５千円とな

っている。 
コ みんなで支え合う新型コロナウィルス感染症対策基金 

  この基金は新型コロナウィルス感染症の急速なまん延を防止し、市民生活及び地域経済の安定を

市民全員で支え合い、感染症予防、生活支援及び地域経済対策等の財源に充てるため令和２年度か

ら設置された基金である。   
前年度末現在高０円に２，６２０千円が積み立てられたが、コロナ対策としてＰＣＲ検査助成事

業費に充てたため、２，６２０千円が取り崩されたことから、令和３年度末現在高は０円となって

いる。 
 サ 市立加西病院新病院建設応援基金 
  この基金は、市立加西病院の建て替えに備えて令和３年度から設置された基金である。 
  令和３年度に１２，０００千円の寄付金を積み立てたため、令和３年度末現在高は１２，０００

千円となっている。 
 シ 国民健康保険事業基金 
 この基金は、国民健康保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在

高６３２，０７６千円に前年度繰越額から９４，２２４千円を基金に積み立てたため、令和３年度

末現在高は７２６，３００千円となっている。 
 ス 介護給付費準備基金 
 この基金は、介護保険事業の健全な運営に資するため設置された基金である。前年度末現在高２

５６，９９７千円に前年度繰越金と基金利息から４４，１１０千円を積み立てたため、令和３年度

末現在高は３０１，１０７千円となっている。  
８ 基金運用状況 

  地方自治法第２４１条第５項に規定されている定額資金を運用する基金の運用状況については、

関係書類をもとに審査を行った。その結果は、前掲基金のア 物品調達基金からス 介護給付費準

備基金のとおりであり、基金運用状況を示す書類の計数は正確で、その設置目的に沿って、適正に

運用されていると認めた。 
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別表　１

区　分　

会計別 決算額 構成比 決算額 構成比

円 ％ 円 ％ 円 円

29,007,993,730 70.9 27,958,552,720 71.0 1,049,441,010 うち基金繰入額 44,150,729

特　別　会　計 11,915,848,621 29.1 11,423,024,744 29.0 492,823,877

　国民健康保険 5,115,078,740 12.5 4,982,126,408 12.7 132,952,332

　介護保険 5,143,744,876 12.6 4,985,214,649 12.7 158,530,227

　後期高齢者医療 704,494,637 1.7 700,295,886 1.8 4,198,751

　公園墓地整備事業 21,883,438 0.1 2,893,313 0.0 18,990,125

　産業団地整備事業 930,646,930 2.3 752,494,488 1.9 178,152,442

合　　　計 40,923,842,351 100.0 39,381,577,464 100.0 1,542,264,887

令和３年度　歳入歳出決算総括表（決算総括額）

備　　　考

一　般　会　計

歳　　　入 歳　　　出
歳入歳出
差引額
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別表　２

区分

会計別 総　　　額 重複計算控除額 控除額の内訳 差引純歳入額

特　別　会　計 11,915,848,621 1,334,778,009 10,581,070,612

　国民健康保険 5,115,078,740 379,069,851 一般会計から繰入 4,736,008,889

　介護保険 5,143,744,876 781,102,592 一般会計から繰入 4,362,642,284

　後期高齢者医療 704,494,637 174,605,566 一般会計から繰入 529,889,071

　公園墓地整備事業 21,883,438 0 21,883,438

　産業団地整備事業 930,646,930 0 930,646,930

合　　　計 40,923,842,351 1,544,778,009 39,379,064,342

別表　３

一　般　会　計 30,603,509,000 29,007,993,730 27,958,552,720 1,049,441,010

特　別　会　計 11,920,303,000 11,915,848,621 11,423,024,744 492,823,877

　国民健康保険 5,145,622,000 5,115,078,740 4,982,126,408 132,952,332

　介護保険 5,111,656,000 5,143,744,876 4,985,214,649 158,530,227

　後期高齢者医療 708,379,000 704,494,637 700,295,886 4,198,751

　公園墓地整備事業 24,000,000 21,883,438 2,893,313 18,990,125

　産業団地整備事業 930,646,000 930,646,930 752,494,488 178,152,442

合　　　計 42,523,812,000 40,923,842,351 39,381,577,464 1,542,264,887

歳出総額

令和３年度　一般会計及び

令和３年度　歳入歳出

28,797,993,730

歳　　　　　　　　　　入

210,000,000
産業団地特別
会計から繰入

会　　計　　別 予算現額 歳入総額
歳入歳出
差引額

一　般　会　計 29,007,993,730
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（単位　円）

総　　　額 重複計算控除額 差引純歳出額

11,423,024,744 210,000,000 11,213,024,744 △ 631,954,132

4,982,126,408 0 4,982,126,408 △ 246,117,519

4,985,214,649 0 4,985,214,649 △ 622,572,365

700,295,886 0 700,295,886 △ 170,406,815

2,893,313 0 2,893,313 18,990,125

752,494,488 210,000,000 542,494,488 388,152,442

39,381,577,464 1,544,778,009 37,836,799,455 1,542,264,887

（単位　円）

継続費 繰越明許費 事故繰越し

逓次繰越額 繰越額 繰越額

0 79,794,000 0 79,794,000 969,647,010 287,335,918

0 23,520,000 0 23,520,000 469,303,877 △ 629,902,620

0 0 0 0 132,952,332 17,975,560

0 0 0 0 158,530,227 94,661,592

0 0 0 0 4,198,751 1,491,268

0 0 0 0 18,990,125 6,266,387

0 23,520,000 0 23,520,000 154,632,442 △ 750,297,427

0 103,314,000 0 103,314,000 1,438,950,887 △ 342,566,702

決算総括表（純計決算額）

歳　　　　　　　　　　出

27,958,552,720

歳入歳出差引額

781,102,592
1,334,778,009

産業団地整備事業へ繰出

0

計

翌年度へ繰越すべき財源

379,069,851

一般会計へ繰出

単年度収支額

2,174,219,019

控除額の内訳

介護保険へ繰出

174,605,566

国民健康保険へ繰出

実質収支額

26,623,774,711
後期高齢者医療へ繰出

特別会計実質収支・単年度収支表
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（円） （円） （％） （％） （％）

05 市 税 6,620,300,000 6,957,880,917 102.2 97.3 23.3

10 地 方 譲 与 税 154,200,000 164,652,000 106.8 100.0 0.6

15 利 子 割 交 付 金 5,000,000 5,099,000 102.0 100.0 0.0

16 配 当 割 交 付 金 37,000,000 51,622,000 139.5 100.0 0.2

17 株式等譲渡所得割交付金 64,000,000 60,958,000 95.2 100.0 0.2

18 法 人 事 業 税 交 付 金 86,000,000 90,796,000 105.6 100.0 0.3

19 地方消費税交付金 1,026,000,000 1,026,241,000 100.0 100.0 3.5

20 ゴルフ場利用税交付金 69,000,000 70,902,780 102.8 100.0 0.2

25 自動車取得税交付金 0 0 0.0 0.0 0.0

26 環境性能割交付金 23,000,000 23,613,078 102.7 100.0 0.1

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 33,660,000 33,660,000 100.0 100.0 0.1

33 地 方 特 例 交 付 金 282,186,000 287,695,000 102.0 100.0 1.0

35 地 方 交 付 税 4,311,719,000 4,334,379,000 100.5 100.0 14.9

40 交通安全対策特別交付金 6,000,000 5,543,000 92.4 100.0 0.0

45 分担金及び負担金 90,846,000 95,573,477 105.1 99.9 0.3

50 使用料及び手数料 286,495,000 327,750,768 100.7 88.1 1.0

55 国 庫 支 出 金 4,617,092,000 4,223,252,467 91.5 100.0 14.6

60 県 支 出 金 2,391,017,000 1,652,173,622 69.1 100.0 5.7

65 財 産 収 入 29,620,000 52,156,756 176.1 100.0 0.2

70 寄 附 金 6,526,107,000 6,496,817,110 99.6 100.0 22.4

75 繰 入 金 553,683,000 254,150,729 45.9 100.0 1.0

80 繰 越 金 1,023,654,000 1,023,654,092 100.0 100.0 3.5

85 諸 収 入 570,330,000 623,220,784 107.1 98.0 2.1

90 市 債 1,796,600,000 1,387,900,000 77.3 100.0 4.8

30,603,509,000 29,249,691,580 94.8 99.2 100.0

翌年度
繰越額

（円） （円） （円） （％） （％）

05 議 会 費 157,122,000 154,835,138 0 98.5 0.6

10 総 務 費 6,119,565,000 5,647,722,009 4,592,000 92.3 20.2

15 民 生 費 8,109,883,000 7,633,537,848 84,222,000 94.1 27.3

20 衛 生 費 2,818,642,000 2,619,869,176 0 92.9 9.4

25 労 働 費 84,271,000 82,970,601 0 98.5 0.3

30 農 林 水 産 業 費 2,039,091,000 1,275,741,834 735,767,000 62.6 4.6

35 商 工 費 957,404,000 876,725,337 3,100,000 91.6 3.1

40 土 木 費 2,327,945,000 1,935,736,703 365,541,000 83.2 6.9

45 消 防 費 788,353,000 769,921,436 0 97.7 2.7

50 教 育 費 2,230,420,000 1,999,452,213 163,650,000 89.6 7.2

55 災 害 復 旧 費 4,400,000 3,009,100 0 68.4 0.0

60 公 債 費 1,959,250,000 1,958,950,687 0 100.0 7.0

65 諸 支 出 金 3,000,463,000 3,000,080,638 0 100.0 10.7

90 予 備 費 6,700,000 0 0 0.0 -

30,603,509,000 27,958,552,720 1,356,872,000 91.4 100.0

1,390,900

26,667,297

18,431,564

67,317,787

392,123,152

198,772,824

1,300,399

467,250,991

合　　　　計

　款　別

令和３年度　一般会計款別予算決算対照表（歳出）
予算現額 支出済額

382,362

299,313

（円）

2,286,862

1,288,084,280

6,700,000

51,622,000

610,742,610

1,387,900,000

29,007,993,730

不用額

33,660,000

27,582,166

77,578,663

予算現額

1,026,241,000

70,902,780

収入済額

60,958,000

90,796,000

別表　４

287,695,000

調定額

6,767,894,671

164,652,000

52,156,756

（円）

区　分　

5,543,000

95,449,827

区　分　

0

合　　　　計

1,652,173,622

254,150,729

1,023,654,092

6,496,817,110

別表　５

288,640,988

23,613,078

収入率 収納率

執行率

5,099,000

令和３年度　一般会計款別予算決算対照表（歳入）

　款　別

構成比

構成比

4,223,252,467

4,334,379,000
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別表　６

歳入

区　分　

　会計別 （円） （円） （％） （％）

国 民 健 康 保 険 5,145,622,000 5,339,242,838 99.4 95.8

介 護 保 険 5,111,656,000 5,157,030,653 100.6 99.7

後 期 高 齢者医療 708,379,000 709,687,351 99.5 99.3

公園墓地整備事業 24,000,000 21,930,938 91.2 99.8

産業団地整備事業 930,646,000 930,646,930 100.0 100.0

合　　　計 11,920,303,000 12,158,538,710 100.0 98.0

歳出

区　分　

　会計別 （円） （円） （円） （％）

国 民 健 康 保 険 5,145,622,000 4,982,126,408 0 96.8

介 護 保 険 5,111,656,000 4,985,214,649 0 97.5

後 期 高 齢者医療 708,379,000 700,295,886 0 98.9

公園墓地整備事業 24,000,000 2,893,313 0 12.1

産業団地整備事業 930,646,000 752,494,488 23,520,000 80.9

合　　　計 11,920,303,000 11,423,024,744 23,520,000 95.8473,758,256

（円）

163,495,592

126,441,351

704,494,637

21,106,687

8,083,114

21,883,438

154,631,512

収入率

令和３年度　特別会計予算決算対照表

収入済額

（円）

予算現額 調定額 収納率

執行率

5,143,744,876

予算現額

5,115,078,740

11,915,848,621

不用額支出済額 翌年度繰越額

930,646,930
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別表　８

（単位　円・％）

05 市 税 7,150,941,165 30.9 6,944,202,969 21.9 6,767,894,671 23.3 97.5

10 地 方 譲 与 税 160,396,015 0.7 162,211,000 0.5 164,652,000 0.6 101.5

15 利 子 割 交 付 金 5,983,000 0.0 6,367,000 0.0 5,099,000 0.0 80.1

16 配 当 割 交 付 金 38,743,000 0.2 35,727,000 0.1 51,622,000 0.2 144.5

17 株式等譲渡所得割交付金 20,718,000 0.1 41,427,000 0.1 60,958,000 0.2 147.1

18 法 人 事 業 税 交 付 金 0 0.0 49,079,000 0.1 90,796,000 0.3 185.0

19 地方消費税交付金 785,737,000 3.4 948,958,000 3.0 1,026,241,000 3.5 108.1

20 ゴルフ場利用税交付金 57,929,685 0.2 64,010,888 0.2 70,902,780 0.2 110.8

25 自動車取得税交付金 32,947,977 0.1 9,746 0.0 0 0.0 皆減

26 環境性能割交付金 9,281,000 0.0 18,732,922 0.1 23,613,078 0.1 126.1

30
国有提供施設等所在
市 助 成 交 付 金 34,236,000 0.1 34,236,000 0.1 33,660,000 0.1 98.3

33 地 方 特 例 交 付 金 131,034,000 0.6 42,425,000 0.1 287,695,000 1.0 678.1

35 地 方 交 付 税 3,540,370,000 15.3 3,727,550,000 11.8 4,334,379,000 14.9 116.3

40 交通安全対策特別交付金 4,654,000 0.0 5,322,000 0.0 5,543,000 0.0 104.2

45 分 担金及び負担金 148,594,552 0.6 85,214,138 0.3 95,449,827 0.3 112.0

50 使 用料及び手数料 286,273,551 1.2 286,758,815 0.9 288,640,988 1.0 100.7

55 国 庫 支 出 金 2,358,696,749 10.2 7,944,472,310 25.1 4,223,252,467 14.6 53.2

60 県 支 出 金 1,524,521,314 6.6 1,543,541,228 4.9 1,652,173,622 5.7 107.0

65 財 産 収 入 12,244,135 0.1 13,523,976 0.0 52,156,756 0.2 385.7

70 寄 附 金 2,076,062,828 9.0 5,414,818,988 17.1 6,496,817,110 22.4 120.0

75 繰 入 金 1,720,518,893 7.4 918,150,914 2.9 254,150,729 1.0 27.7

80 繰 越 金 388,587,367 1.7 588,219,295 1.9 1,023,654,092 3.5 174.0

85 諸 収 入 549,800,455 2.4 766,195,791 2.4 610,742,610 2.1 79.7

90 市 債 2,135,400,000 9.2 2,068,492,000 6.5 1,387,900,000 4.8 67.1

合　　　　　　計 23,173,670,686 100.0 31,709,645,980 100.0 29,007,993,730 100.0 91.5

別表　９

（単位　円・％）

05 議 会 費 159,697,098 0.7 146,718,284 0.5 154,835,138 0.6 105.5

10 総 務 費 3,056,106,028 13.5 9,442,374,630 30.8 5,647,722,009 20.2 59.8

15 民 生 費 7,513,451,367 33.3 6,744,882,767 22.0 7,633,537,848 27.3 113.2

20 衛 生 費 1,938,856,056 8.6 2,142,870,176 7.0 2,619,869,176 9.4 122.3

25 労 働 費 129,400,576 0.6 148,126,789 0.5 82,970,601 0.3 56.0

30 農 林 水 産 業 費 1,122,929,850 5.0 1,200,267,507 3.9 1,275,741,834 4.6 106.3

35 商 工 費 429,427,227 1.9 1,045,656,099 3.4 876,725,337 3.1 83.8

40 土 木 費 1,362,341,829 6.0 1,630,780,199 5.3 1,935,736,703 6.9 118.7

45 消 防 費 796,298,502 3.5 811,288,138 2.6 769,921,436 2.7 94.9

50 教 育 費 2,084,745,697 9.2 2,769,207,633 9.0 1,999,452,213 7.2 72.2

55 災 害 復 旧 費 8,148,860 0.0 0 0.0 3,009,100 0.0 皆増

60 公 債 費 1,794,660,855 8.0 1,835,314,540 6.0 1,958,950,687 7.0 106.7

65 諸 支 出 金 2,189,387,446 9.7 2,768,505,126 9.0 3,000,080,638 10.7 108.4

90 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 -

合　　　　　　計 22,585,451,391 100.0 30,685,991,888 100.0 27,958,552,720 100.0 91.1

年度別　

年度別　

　款　別

令　和　３　年　度

決算額

　款　別
構成比

対前年
度比率

決算額 構成比 決算額

令　和　３　年　度

構成比

一般会計款別決算年度比較表（歳入）

一般会計款別決算年度比較表（歳出）

令和元年度 令和２年度

決算額 構成比 決算額 構成比

令和元年度 令和２年度

構成比

決算額

対前年
度比率
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別表１０

増減額 比率

国民健康保険税 1,012,808,448 978,081,790 964,313,269 △ 13,768,521 98.6

一部負担金 0 0 0 0 -

使用料及び手数料 454,603 410,745 372,532 △ 38,213 90.7

国庫支出金 0 7,512,000 697,000 △ 6,815,000 9.3

療養給付費交付金 0 0 0 0 -

前期高齢者交付金 0 0 0 0 -

県支出金 3,620,649,792 3,542,596,107 3,648,269,317 105,673,210 103.0

共同事業交付金 0 0 0 0 -

財産収入 43,359 57,733 67,905 10,172 117.6

繰入金 380,360,811 379,416,715 379,069,851 △ 346,864 99.9

繰越金 211,896,912 133,518,770 114,976,772 △ 18,541,998 86.1

諸収入 19,115,461 8,956,527 7,312,094 △ 1,644,433 81.6

合　　　計 5,245,329,386 5,050,550,387 5,115,078,740 64,528,353 101.3

保険料 1,069,451,280 1,056,169,835 1,075,082,206 18,912,371 101.8

使用料及び手数料 79,920 67,900 74,700 6,800 110.0

国庫支出金 1,118,979,352 1,159,101,107 1,208,517,282 49,416,175 104.3

支払基金交付金 1,231,401,638 1,253,959,000 1,279,843,413 25,884,413 102.1

県支出金 686,505,563 706,631,000 723,387,000 16,756,000 102.4

財産収入 13,074 22,979 27,897 4,918 121.4

繰入金 732,547,670 773,605,018 781,102,592 7,497,574 101.0

繰越金 86,890,801 76,117,133 63,868,635 △ 12,248,498 83.9

諸収入 700,633 989,784 11,841,151 10,851,367 1,196.3

合　　　計 4,926,569,931 5,026,663,756 5,143,744,876 117,081,120 102.3

後期高齢者医療保険料 479,070,755 519,484,356 526,120,564 6,636,208 101.3

使用料及び手数料 42,956 31,673 36,599 4,926 115.6

繰入金 166,833,565 176,365,822 174,605,566 △ 1,760,256 99.0

繰越金 15,985,142 3,003,521 2,707,483 △ 296,038 90.1

諸収入 478,194 1,238,490 1,024,425 △ 214,065 82.7

合　　　計 662,410,612 700,123,862 704,494,637 4,370,775 100.6

使用料及び手数料 5,027,200 3,911,700 9,159,700 5,248,000 234.2

繰越金 9,639,376 11,520,839 12,723,738 1,202,899 110.4

諸収入 0 0 -

合　　　計 14,666,576 15,432,539 21,883,438 6,450,899 141.8

財産収入 435,122,050 1,740,004,200 25,717,061 △ 1,714,287,139 1.5

繰入金 27,431,861 35,933,000 0 △ 35,933,000 皆減

市債 168,600,000 0 0 0 -

繰越金 0 0 904,929,869 904,929,869 皆増

諸収入 0 0 0 0 -

合　　　計 631,153,911 1,775,937,200 930,646,930 △ 845,290,270 52.4

対前年度

産
業
団
地

公
園
墓
地

介
　
護
　
保
　
険

後
期
高
齢
者
医
療

令和３年度
決算額

令和２年度
決算額

款

国
　
民
　
健
　
康
　
保
　
険

特別会計款別歳入

事
業
別

歳　　　　　　　　　　　　　　　入

令和元年度
決算額
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（単位　円・％）

増減額 比率

総務費 65,966,718 70,790,198 72,160,323 1,370,125 101.9

保険給付費 3,452,999,945 3,376,974,559 3,493,156,003 116,181,444 103.4

後期高齢者支援金等 0 0 0 0 -

前期高齢者納付金等 0 0 0 0 -

老人保健拠出金 0 0 0 0 -

介護納付金 0 0 0 0 -

共同事業拠出金 0 0 0 0 -

国民健康保険事業費納付金 1,320,811,424 1,311,670,828 1,256,156,707 △ 55,514,121 95.8

保健事業費 39,928,334 32,266,836 37,588,100 5,321,264 116.5

基金積立金 179,842,206 111,004,610 94,224,000 △ 16,780,610 84.9

諸支出金 52,261,989 32,866,584 28,841,275 △ 4,025,309 87.8

予備費 0 -

合　　　計 5,111,810,616 4,935,573,615 4,982,126,408 46,552,793 100.9

総務費 119,598,763 119,151,078 120,137,342 986,264 100.8

保険給付費 4,390,568,856 4,514,596,865 4,537,766,435 23,169,570 100.5

地域支援事業費 249,530,561 251,859,356 260,478,030 8,618,674 103.4

基金積立金費 71,122,834 55,124,302 44,109,617 △ 11,014,685 80.0

諸支出金 19,631,784 22,063,520 22,723,225 659,705 103.0

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 4,850,452,798 4,962,795,121 4,985,214,649 22,419,528 100.5

総務費 24,901,340 24,669,524 20,936,577 △ 3,732,947 84.9

後期高齢者医療広域連合納付金 634,381,701 672,074,945 678,814,417 6,739,472 101.0

諸支出金 124,050 671,910 544,892 △ 127,018 81.1

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 659,407,091 697,416,379 700,295,886 2,879,507 100.4

公園墓地整備費 3,145,737 2,708,801 2,893,313 184,512 106.8

予備費 0 0 0 0 -

合　　　計 3,145,737 2,708,801 2,893,313 184,512 106.8

産業団地整備費 631,153,911 702,125,562 542,494,488 △ 159,631,074 77.3

諸支出金 0 0 210,000,000 210,000,000 皆増

公債費 0 168,881,769 0 △ 168,881,769 皆減

合　　　計 631,153,911 871,007,331 752,494,488 △ 118,512,843 86.4

款
対前年度令和２年度

決算額

歳出決算比較表

令和３年度
決算額

令和元年度
決算額

歳　　　　　　　　　　　　　　　出
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